




要約:学童期以降の障害児の医療需要と医療機関での対応の問題を明らかにする目的でア

ンケート調査を行った。大阪府下 15 肢体不自由養護学校在籍者全 1168 名の保護者に調査

表を配布。病院併設校および生活課程在籍児を除く  1020 名を今回の検討対象とした。

回答は無記名。医療・健康にかかわる多肢選択質問 8O 項目と自由記載を依頼した。今回

は通院・入院の問題、療育の相談について検討した。回答者は 747 名(73.2%)。障害の重

度化に伴い、訓練や障害診断より小児科的診療の需要が多いこと、地域通院、入院、緊急

医療とも障害児の医療需要に対応できていないこと、地域保健の役割の不十分な点が明ら

かとなった。


